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令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関する 
コンサルティング業務に係る企画書募集要領 

 

１ 総則 

令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業

務に係る企画競争の実施については、この要領に定める。 

 

２ 業務内容 

本業務は、原子力規制委員会のホームページの運用にあたって、ＪＩＳ規格等に

沿ったホームページの品質確保を行うために必要な検証や職員研修等を実施する

ものである。 
詳細については、「令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコ

ンサルティング業務の概要」（別紙第１）及び「令和５年度原子力規制委員会ホー

ムページの運用に関するコンサルティング業務の企画書作成要領」（別紙第２）の

とおりとする。 

 

３ 業務実施期間 

契約締結日から令和６年３月２９日までとする。 

 

４ 予算額 

業務の予算総額は、１４,４１８千円(消費税及び地方消費税額を含む。) 以内と

する。 

 

５ 参加資格 

（１） 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成

年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２） 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３） 原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中でないこと。 

（４） 令和０４・０５・０６年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）の《「役

務の提供等」の「情報処理」又は「調査・研究」》において、企画書等の提

出期限までに、《「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」》の等級に格付されている者で

あること。 

（５） 暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること（別紙第３参照）。 

（６） ウェブアクセシビリティＪＩＳ規格（ＪＩＳ Ｘ ８３４１－３：２０１６）

及び総務省「みんなの公共サイト運用ガイドライン（２０１６年版）」に関

する専門的な知識・知見を有すること。 

（７） 環境省ＣＩＯ補佐官及びその支援スタッフ等（常時勤務を要しない官職を示
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す職員、「一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律」（平成

１２年１１月２７日法律第１２５号）に規定する任期付職員及び「国と民間

企業との間の人事交流に関する法律」（平成１２年１２月２２日法律第２２

４号）に基づき交流採用された職員を除く。）が現に属する又は過去２年間

に属していた事業者及びこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号）第８条に規定する親会社

及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに委託先事業者などの緊密な利害

関係を有する事業者は、本書に示す調達について企画競争に参加することは

できない。 

（８） 本案件を受注した事業者及びこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号）第８条に規定する親

会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに委託先事業者などの緊密な

利害関係を有する事業者は、別途調達する原子力規制委員会ホームページの

運用実務を支援する業務の入札に参加することを認めないものとする。 

 

６ 企画競争に係る説明会の開催 

本業務においては、企画競争に係る説明会を実施しない。 

 

７ 企画書募集に関する質問の受付及び回答 

（１） 受付先・受付方法 

メールアドレス（contact_kohohan@nra.go.jp） 

質問書【別紙様式第２】に所定事項を記載の上、電子メールにより提出するこ

ととし、質問及び回答は質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個

人情報、原子力規制庁の業務に支障をきたすものを除き公表する。 

（２） 受付期間 

令和５年２月２０日（月）１２時まで 

（３） 回答 

令和５年２月２２日（水）１７時までに、企画競争参加者に対してメールによ

り行う。 

 

８ 企画書等の提出書類、提出期限等 

（１） 提出書類（別紙様式第１「入札書（見積書）」） 

① 企画書 

別紙第２「令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサ

ルティング業務の企画書作成要領」に基づき作成すること。 

② 経費内訳書 

「令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティ

ング業務」を実施するために必要な経費のすべての額（消費税及び地方消費

税額を含む。）を記載した内訳書 
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③ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

（２） 提出期限等 

① 提出期限 

令和５年２月２８日（火）１２時 

② 企画書等の提出場所 

東京都港区六本木１丁目９番９号（六本木ファーストビル５階） 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課広報室 

③ 提出部数 

なお、電子データ（PDF及びMS-Word、Excel、PowerPointのファイル形式）を

収納した電子媒体（DVD-R等）でも1式提出すること。 

 

④ 提出方法 

持参又は郵送（提出期限必着）による。 

郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア 持参する場合の受付時間は、平日の１０時から１７時まで（１２時

～１３時は除く。）とする。 

イ 郵送する場合は、封書の表に「令和５年度原子力規制委員会ホーム

ページの運用に関するコンサルティング業務に係る企画書等在中」

と明記すること。提出期限までに提出先に現に届かなかった企画書

等は、無効とする。 

ウ 提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取

消しを行うことはできない。また、返還も行わない。 

エ １者当たり１件の企画を限度とし、１件を超えて申込みを行った場

合はすべてを無効とする。 

オ 参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。 

カ 虚偽の記載をした企画書等は、無効にするとともに、提出者に対し

て指名停止を行うことがある。 

キ 企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ク 提出された企画書等は、原子力規制委員会原子力規制庁において、

企画書等の審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争

の結果、契約相手になった者が提出した企画書等の内容は、行政機

関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）

に基づき開示請求があった場合においては、不開示情報（個人情報、

項番 項目 部数 

８（１）① 企画書  ６部 

８（１）② 経費内訳書 ６部 

８（１）③ 提出者の概要（会社概要等） １部 
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法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開示さ

れる場合がある。 

ケ 企画書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨

の提案を行っている場合は、契約の締結に当たりその履行を担保す

るため、協力の内容、態様等に応じ、提出者と協力者の間の共同事

業実施協定書等の提出を求めることがある。 

 

９ 暴力団排除に関する誓約 

当該業務に係る（資格要件に係る提出書類及び）企画書等については、別紙第

３において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出すること。また、提

出書類（別紙様式第１「入札書（見積書）」）に誓約事項に誓約する旨を明記する

こと。 

 

１０ 審査の実施 

（１） 審査は、「令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサ

ルティング業務に係る企画書等審査の手順」(別添１)及び「令和５年度原子

力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務に係る企

画書等審査基準及び採点表」(別添２)に基づき、提出された企画書等につい

て行い、業務の目的に最も合致し優秀な企画書等を提出した１者を選定し、

契約候補者とする。ただし、優秀な企画書等の提出がなかった場合には、こ

の限りではない。 

（２） 審査結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

 

１１ 契約の締結等 

（１） 企画競争の結果、契約候補者として選定されたとしても、会計法令に基づく

契約手続の完了までは、原子力規制委員会原子力規制庁との契約関係を生ず

るものではない。支出負担行為担当官である原子力規制委員会原子力規制庁

長官官房参事官は、契約候補者から見積書を徴取し、予定価格の制限の範囲

内であることを確認し、契約を締結する。 

（２） 契約締結日までに令和５年度の予算（暫定予算を含む。）が成立しなかった

場合は、契約締結日は、予算が成立した日以降とする。また、暫定予算とな

った場合、全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする場合

がある。なお、本調達は、令和５年度予算に係る調達であることから、予算

の成立以前においては、落札予定者の決定となり、予算の成立等をもって落

札者とすることとする。 

なお、契約書には、提案書が添付され、又は提案書の内容が記載されるもの

であり、契約の相手方となった者は提案書の履行を確約しなければならな

い。 
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（参 考） 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

（一般競争に参加させることができない者） 

第七十条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九

条の三第一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由

がある場合を除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることがで

きない。 

一 当該契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七

号）第三十二条第一項各号に掲げる者 

 

（一般競争に参加させないことができる者） 

第七十一条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれ

かに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般

競争に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人とし

て使用する者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の

品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を

得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を

故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされて

いる者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人と

して使用したとき。 

２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一

般競争に参加させないことができる。 
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（別紙第１） 
令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務の概要 

 
１．事業の概要 

（１）業務名 
令和 5 年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務 

 
（２）本業務の対象範囲 

本業務の対象は、原子力規制委員会ホームページ（https://www.nra.go.jp/、
https://www2.nra.go.jp/）に公開されているコンテンツとする。 

 
（３）履行期間 

契約締結日から令和 6 年 3 月 29 日まで 
 

（４）業務の実施場所 
作業場所は受注者が用意すること。なお、詳細については原子力規制庁担当官と

別途協議すること。 
 
２．業務内容 

（１）ホームページの品質検証 
上述の「１．（２）本業務の対象範囲」を対象に、原子力規制委員会ホームページ

の品質を検証し問題点を報告する。「ア．全ファイル解析」及び「イ．全ページ検証」

は毎月 1 回（計 12 回）、「ウ．JIS X 8341-3:2016 対応試験」は原子力規制庁担当官

の指定する時期に計 1 回の実施を想定する。 
 
ア．全ファイル解析 

原子力規制委員会ホームページにおいて公開されている全ファイルを対象にリ

ンク切れ、アクセシビリティ及びユーザビリティに関わる項目（JIS X 8341-3:2016
対応検査等）、HTML に記載されている用語を解析し、以下の単位で問題点を洗い

出す。 
①サイト単位 
②ファイル単位 
③ディレクトリ単位 

なお、全ファイル解析の実施に当たっては、原子力規制庁からファイル等の提

供は行わないため、原子力規制委員会ホームページを通常閲覧する要領で、調査

を実施すること。その際、プログラムを用いて調査することを可とするが、原子
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力規制委員会ホームページの閲覧や運用に支障がないことを前提とすること。 
月次の解析の結果、改善検討が必要なページを具体的に特定し、一覧で提示す

ること。 
 

イ．全ページ検証 
原子力規制委員会ホームページにおいて公開されている全 HTML について、

総務省が提供する検証ツール miChecker の検証項目により検証を行い、以下の単

位で問題点を洗い出す。 
①サイト単位 
②ファイル単位 
③ディレクトリ単位 
なお、全ページ検証の実施に当たっては、原子力規制庁からファイル等の提供

は行わないため、原子力規制委員会ホームページを通常閲覧する要領で、調査を

実施すること。その際、プログラムを用いて調査することを可とするが、原子力

規制委員会ホームページの閲覧や運用に支障がないことを前提とすること。 
月次の解析の結果、改善検討が必要なページを具体的に特定し、一覧で提示す

ること。 
 

ウ．JIS X 8341-3:2016 対応試験の実施 
原子力規制委員会ホームページより 40 ページを選定し、JIS X 8341-3:2016 附

属書 JB（参考）試験方法 に基づく試験を実施し、結果を報告する。 
 

（２）ホームページ運用支援 
公共機関ホームページの運用、ユーザビリティ及びアクセシビリティの観点から、

原子力規制委員会ホームページの掲載コンテンツに関する質疑応答、助言等を行

う。 
 

（３）運用報告会議への参画 
別途調達する原子力規制委員会ホームページ運用支援業者と原子力規制庁担当官

が毎月１回程度開催する運用報告会議へ参画し、月次で解析した検証結果を報告す

るとともに原子視力規制委員会ホームページ運用に対する助言、運用に関する問題

点の指摘等を行う。 
 

（４）職員研修 
原子力規制庁の職員に対して、公共機関ホームページの運用、アクセシビリティ・

ユーザビリティ等のテーマに関する研修会を企画し年 1 回程度実施する。 
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３．納入品及び納入場所 

（１）納入品目 
納入品・資料の作成に当たっては、ホームページに関する知識の有無に関わらず

容易かつ適切に理解できるよう、一般的な用語を用いて、わかりやすく記載するこ

と。また、受注者が納入する品、部数及び納入品は次のとおりとする。 
 

 納入品一覧 部数（注１） 納入期日 
1 全ファイル解析報告書 1 

令和 6 年 3 月 29 日 

2 全ページ検証報告書 1 
3 JIS X 8341-3:2016 対応試験報告書 1 
4 ホームページ運用支援報告書 1 
5 運用報告会議報告書 1 
6 職員研修配布資料 1 

（注 1）電子媒体（CD-ROM、DVD 等）１部を納入すること。 
なお、電子媒体（CD-ROM、DVD 等）にウイルスチェックした証明書を添付

すること。 
また、電子媒体のケースラベル等の作成については別紙１を遵守すること。 

 
（２）納入場所 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課広報室 
東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル５階 

 
４．その他 

原子力規制委員会ホームページの運用方法の変更に伴い、業務内容に変更の必要が生

じた場合、原子力規制庁担当官と協議の上、業務内容の見直し等、柔軟に対応する。 
本業務における成果物の原著作権及び二次著作物の著作権は、原子力規制庁に帰属す

るものとする。ただし、成果物のうち、受注者が契約以前より保有している内容に関する

著作権及び所有権は、受注者に帰属するものとする。 
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（別紙１） 

 

1 報告書等の仕様及び記載事項 

報告書等の仕様は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（令和 4年 2月

25 日変更閣議決定。以下「基本方針」という。）の「印刷」の判断の基準を満たす

こと。 

なお、「資材確認票」（基本方針 217 頁、表３参照）及び「オフセット印刷又はデ

ジタル印刷の工程における環境配慮チェックリスト」（基本方針 218 頁、表４参照）

を提出するとともに、印刷物にリサイクル適性を表示する必要がある場合は、以下

の表示例を参考に、裏表紙等に表示すること。 

リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基

準にしたがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて

作製しています。 

なお、リサイクル適性が上記と異なる場合は環境省担当官と協議の上、基本方針 

（https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/net/kihonhoushin.html）

を参考に適切な表示を行うこと。 

 

2 電子データの仕様 

① Microsoft 社Windows10上で表示可能なものとする。 

② 使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。 

・文章：ワープロソフト Justsystem 社一太郎、又は Microsoft 社 Word 

・計算表：表計算ソフト Microsoft 社 Excel 

・画像：BMP 形式又は JPEG 形式 

③ ②による成果物に加え、「PDF ファイル形式」による成果物を作成すること。 

④  以上の成果物の格納媒体はDVD-R 等とする。事業年度及び事業名称等を収納

ケース及びDVD-R 等に必ずラベルにより付記すること。 

⑤  文字ポイント等、統一的な事項に関しては原子力規制庁担当官の指示に従う

こと。 

 

3 その他 

成果物納入後に請負者側の責めによる不備が発見された場合には、請負者は無償

で速やかに必要な措置を講ずること。 

- 10 -



（別紙第２） 

 

令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関する 

コンサルティング業務の企画書作成要領 

 

企画書には以下の各事項について、各作成方法に則り、提案すること。 

なお、企画書全体の分量はＡ４・２０ページ程度を目安とし、原則として両面印刷にする

こと。また必要に応じてＡ３等サイズの異なる用紙を用いることを可とするが、企画書全体

を１冊にまとめること。 

また、資料作成全般に当たっては、本企画書作成事項で規定する目的や作業項目に反し、

又は矛盾する提案がないよう作成すること。 

事項 作成方法 

1.業務の基本方針  原子力規制委員会ホームページの特徴を踏まえた

上で、本業務を実施するに当たっての成果目標を記

述すること。 

2.業務の実施計画  業務内容及び提案内容に係る各作業項目について、

業務実施計画を記述すること。 

 業務分担や業務量の検討において、原子力規制庁側

の実情（専門職がいない、専任者が少ない等）を十

分踏まえた提案とすること。 

3.業務の実

施方法 

3.1.ホームページ

の品質検証 

 業務の実施方法について、具体的に提案すること。 

 提案に当たっては、他事例での実績等を踏まえた提

案とすること（特に官公庁または自治体等の事例が

望ましい）。 

3.2. ホームペー

ジの運用支援 

 業務の実施方法について、具体的に提案すること。 

 提案に当たっては、他事例での実績等を踏まえた提

案とすること（特に官公庁または自治体等の事例が

望ましい）。 

3.3.運用報告会議

への参画 

 業務の実施方法について、具体的に提案すること。 

 提案に当たっては、他事例での実績等を踏まえた提

案とすること（特に官公庁または自治体等の事例が

望ましい）。 

3.4.職員研修  業務の実施方法について、具体的に提案すること。 

 提案に当たっては、他事例での実績等を踏まえた提

案とすること（特に官公庁または自治体等の事例が

望ましい）。 
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3.5.その他  本業務の成果を高めるためにアピールできる事項

がある場合は具体的に記載すること。 

4.業務の実施体制  業務の実施体制について、実施責任者を 1名選定す

るとともに、従事者の役割分担、従事者数等を記載

すること。 

5.組織の実績  組織における以下類似業務の実績について、記載す

ること。 

 実績は元請受注のみを記載すること。 

① ホームページの全ファイル及び全ディレクトリを

対象にしたアクセシビリティ、ユーザビリティに関

する診断・解析行った実績 

② ホームページに関する職員研修を行った実績 

③ ウェブアクセシビリティ JIS 規格（JIS X 8341－3: 

2016）及び総務省「みんなの公共サイト運用ガイド

ライン（2016 年版）」に関する専門的な知識・知見 

6.組織のワーク･ライフ･バラン

ス等の推進に関する認定等取得

状況 

 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（以下「女性活躍推進法」という。）、次世代育成支

援対策推進法（以下「次世代法」という。）、青少年

の雇用の促進等に関する法律（以下「若者雇用推進

法」という。）に基づく認定等（プラチナえるぼし

認定、えるぼし認定等、プラチナくるみん認定、く

るみん認定、トライくるみん認定、ユースエール認

定等）の有無を記載し、有の場合は認定等の名称を

記載するとともに、認定通知書等の写し（内閣府男

女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外

国法人については、その確認通知書の写し）を添付

すること。ただし、企画書提出時点において認定等

の期間中であること。 

※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が高い区

分により加点を行うものとする。 

7. 企業等の事業年度（又は暦

年）における賃上げの実施 

賃上げの実施を表明した企業等について 

 大企業は、事業年度（又は暦年）において、対前年

度比（又は対前年比）で給与等受給者一人当たりの

平均受給額を３％以上増加させる旨の、従業員へ

の賃金引上げ計画の表明書（別紙３）（表明する意

思がある者のみ提出すること）の写しを添付する
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こと。 

 中小企業等は、事業年度（又は暦年）において、対

前年度比（対前年比）で給与総額を１．５％以上増

加させる旨の、従業員への賃金引上げ計画の表明

書（別紙４）（表明する意思がある者のみ提出する

こと）の写しを添付すること。 
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（別紙３）                             【大企業用】 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）

において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率 3％以上

とすること 

を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、

代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 

 

 

 

 

 

 ※従業員代表等の押印省略は不可とする。 
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（留意事項） 

１.  事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業当該事業

年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してください。 

なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類

似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。 

２.  暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書

合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出してください。 

３.  上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合又は上

記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による

入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとします。 

４.  上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われ

る調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減

点措置開始時期が異なることとなるため、減点事由判明時に当該事由を確認した契約

担当官等により適宜の方法で通知するものとします。 

５.  「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の権限等を示す書類等を添付すること。 
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（別紙４）                            【中小企業等用】 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）

において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率 1.5％以上とすること 

を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、

代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 

 

 

 

 

 

 ※従業員代表等の押印省略は不可とする。 
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（留意事項） 

１.  事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業当該事業

年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してください。 

なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似

の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。 

２.  暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書

合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出してください。 

３.  上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合又は上

記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による

入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとします。 

４.  上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われ

る調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減

点措置開始時期が異なることとなるため、減点事由判明時に当該事由を確認した契約

担当官等により適宜の方法で通知するものとします。 

５.  「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の権限等を示す書類等を添付すること。 
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（別紙第３） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、

別紙様式第１「入札書（見積書）」の提出をもって誓約いたします。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被

ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生

年月日を含む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合

は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること

並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供するこ

とについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありま
せん。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はそ
の者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結す
る事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他
経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不
当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に
規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規
定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三
者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし
ているとき 
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  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を
供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し
くは関与しているとき 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し
ているとき 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

ア 暴力的な要求行為を行う者 

イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

エ 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手
方としません。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事
業実施協力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴
力団関係業者であることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な
措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等によ

る不当介入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協

力を行うとともに、発注元の契約担当官等へ報告を行います。 
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別紙様式第１「入札書（見積書）」 
 

令和  年  月  日 
 
原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官  殿 

 
住 所 
会 社 名 
代表者氏名 

 
令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務 

に係る企画書等の提出について 
 
標記の件について、次のとおり提出します。 
なお、書類の提出にあたり、暴力団排除に関する誓約事項に誓約します。 

 
(1) 企画書 

 
(2) 経費内訳書 

 
(3) 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

 
(4) 参加資格の実績一覧表 

 
(5) 参加資格の実績を証明する資料 

 
担当者等連絡先 
部署名： 
責任者名： 
担当者名： 
TEL： 
E-mail： 
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【別紙様式第２】 
 

 

令和   年   月   日 

 

 

原子力規制委員会原子力規制庁 担当者殿 

 

 

質 問 書 

 

 

「令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務」

に関する質問書を提出します。 

 

 

 

法人名  

所属部署名  

担当者名  

電話番号  

E-mail  

 

＜質問箇所について＞ 

資料名 例） ○○書 

ページ 例） P○ 

項目名 例） ○○概要 

質問内容 

 

備考 

1．質問は、本様式１枚につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

2．質問及び回答は、本件入札参加事業者の全てに公表する。（電話等による個別回答はしな

い。）但し、質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、原子力規制

委員会原子力規制庁の業務に支障をきたすものに関する内容については、公表しない。 

質問書枚数 

枚中 

枚目 
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（別添１） 
令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関する 

コンサルティング業務に係る企画書等審査の手順 

 
１ 企画審査委員会による審査 
 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課広報室に設置する「令和５年度原子力規

制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務に係る企画書等審査の手順に

係る企画書審査委員会」(委員は下記のとおり。以下、「企画書審査委員会」という。)におい

て、提出された企画書等の内容について審査を行う。 
表１ 企画書審査委員会の構成 

委員長 原子力規制委員会 原子力規制庁長官官房総務課広報室 室長 
委員 原子力規制委員会 原子力規制庁長官官房総務課広報室 室長補佐 

原子力規制委員会 原子力規制庁長官官房総務課広報室 専門職 
原子力規制委員会 原子力規制庁長官官房総務課情報システム室 情報システ

ム専門職 
注 委員長又は委員が出席困難な場合は、同じ課(室)の者を代理として出席させることができる。 

 
２ 企画書等の審査方法 

(1) 「令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関するコンサルティング業務に

係る企画書等審査基準及び採点表」(別添２)に基づき、委員ごとに採点する。 
【採点基準】 

 １０点満点 ２０点満点 ３０点満点 ４０点満点 
優 １０点 ２０点 ３０点 ４０点 
良 ６点 １２点 １８点 ２４点 
可 ２点 ４点 ６点 ８点 
不可 ０点 ０点 ０点 ０点 

※ ただし、「組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況」及び

「 企業等の事業年度（又は暦年）における賃上げの実施における加点は、任意の加点

であるため、上記採点基準とは異なる。また、認定書を持たないことで、0 点となった

としても、不可とはしない。 
(2) (1)の採点結果の合計点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 
(3) 合計点が同点の場合、次の基準で契約候補者を選定する。 
① 「優」の数が多い者を契約候補者とする。 
② 「優」の数が同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 
③ 「良」の数も同数の場合は、「可」の数が多い者を契約候補者とする。 
④ 「可」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 
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（別添２） 
 

令和５年度原子力規制委員会ホームページの運用に関する 
コンサルティング業務に係る企画書等審査基準及び採点表 

 
委員名                 
 
提案者名 
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審査項目 審査基準 配点 採点 
1.業務の基本方針  業務の目的を的確に理解し、妥当な成

果目標が示されているか。 
30 点  

2.業務の実施計画  明示された作業の実施期限が遵守さ
れており、実施可能な実施計画である
か。 

 実施計画が効率的で確実性があるか。 

40 点  

3.業務の実

施方法 
3.1.ホームペ

ージの品質

検証 

 提案された実施方法が、求められた趣
旨に適合したものであるか。 

 提案された実施方法に具体性、専門
性、確実性等があるか。 

40 点  

3.2. ホーム

ページの運

用支援 

 業務の実施方法について、具体的に提
案すること。 

 提案に当たっては、他事例での実績等
を踏まえた提案とすること（特に官公
庁または自治体等の事例が望ましい）。 

20 点  

3.3.運用報告

会議への参

画 

 提案された実施方法が、求められた趣
旨に適合したものであり、具体的なも
のであるか。 

 提案された実施方法に具体性、専門
性、確実性等があるか。 

20 点  

3.4.職員研修  提案された実施方法が、求められた趣
旨に適合したものであり、具体的なも
のであるか。 

 提案された実施方法に具体性、専門
性、確実性等があるか。 

20 点  

3.5.その他   本業務に関するアピール事項は原子
力規制委員会にとって有意義な内容
か。 

10 点  

4.業務の実施体制  業務の実施に必要な人員が確保され
ているか。 

 効果的、効率的な人員配置、役割分担
が明確になっているか。 

20 点  

5.組織の実績  以下のいずれかに関する実績・経験を
有しているか。 

① ホームページの全ファイル及び全デ
ィレクトリを対象にしたアクセシビ
リティ、ユーザビリティに関する診
断・解析行った実績 

② ホームページに関する職員研修を行
った実績 

③ ホームページのリニューアルに関す
るコンサルティング業務を行った実
績 

④ ウェブアクセシビリティ JIS 規格
（JIS X 8341－3: 2016）及び総務省
「みんなの公共サイト運用ガイドラ
イン（2016 年版）」に関する専門的な
知識・知見 

40 点  
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6. 組織のワーク･ライフ･

バランス等の推進に関す

る認定等取得状況 

 

 

・女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（以下「女性活躍推進

法」という。）、次世代育成支援対策

推進法（以下「次世代法」とい

う。）、青少年の雇用の促進等に関す

る法律（以下「若者雇用推進法」とい

う。）に基づく認定等（プラチナえる

ぼし認定、えるぼし認定等、プラチナ

くるみん認定、くるみん認定、トライ

くるみん認定、ユースエール認定等）

の有無を記載し、有の場合は認定等の

名称を記載するとともに、認定通知書

等の写し（内閣府男女共同参画局長の

認定等相当確認を受けている外国法人

については、その確認通知書の写し）

を添付すること。ただし、企画書提出

時点において認定等の期間中であるこ

と。 

※複数の認定等に該当する場合は、最

も得 

点が高い区分により加点を行うものと

する。 

○ 女性活躍推進法に基づく認定等（プ

ラ 

チナえるぼし・えるぼし認定等） 

・プラチナえるぼし（※１） 20 点 

・えるぼし３段階目（※２） 16 点 

・えるぼし２段階目（※２） 12 点 

・えるぼし１段階目（※２）  8 点 

・行動計画（※３） 4 点 

※１ 女性活躍推進法（令和 2 年 6 月 

1 日施行）第 12 条に基づく認定。 

※２ 女性活躍推進法第 9 条に基づく

認定。なお、労働時間等の働き方に係

る基準は必ず満たすことが必要。 

※３ 女性活躍推進法に基づく一般事業

20 点  
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主行動計画の策定義務がない事業主

（常時雇用する労働者の数が 100 人以

下のもの）が努力義務により提出し、

企画書提出時点で計画期間が満了して

いないものに限る。 

○次世代法に基づく認定（プラチナく

るみん認定・くるみん認定・トライく

るみん認定） 

・プラチナくるみん認定 16 点 

・くるみん認定（新基準※４） 12 点 

・くるみん認定（旧基準※５）  8 点 

・トライくるみん認定  8 点 

※４ 新くるみん認定（改正後認定基準

（令和 4 年 4 月 1 日施行）により認

定） 

※５ 旧くるみん認定（改正前認定基準

又は改正省令附則第 2 条第 5 項の経

過措置により認定） 

○若者雇用推進法に基づく認定（ユー

スエール認定） 16 点
 
7. 企業等の事業年度（又

は暦年）における賃上げの

実施 

賃上げの実施を表明した企業等につい
て 
 大企業は、事業年度（又は暦年）にお
いて、対前年度比（又は対前年比）で
給与等受給者一人当たりの平均受給
額を３％以上増加させる旨の、従業員
への賃金引上げ計画の表明書（別紙
３）（表明する意思がある者のみ提出
すること）の写しを添付すること。 

 中小企業等は、事業年度（又は暦年）
において、対前年度比（対前年比）で
給与総額を１．５％以上増加させる旨
の、従業員への賃金引上げ計画の表明
書（別紙４）（表明する意思がある者
のみ提出すること）の写しを添付する
こと。 

20 点  

8.見積価格、積算内訳 経費内訳書について、提案内容等に応じ
た価格、積算内訳は妥当か。 

20 点  

合計 300 点  
 

注）1．企画書等において、提出者の外部協力者へ再委任又は共同実施の提案を行う場

合、業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委任等
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してはならず、そのような企画書等は不合格として、選定対象としないことがあ

る。 

  2．積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格の 1/2 以上である場合は、不

適切として、選定対象としないことがある。 
 
【採点基準】 

 10 点満点 20 点満点 30 点満点 40 点満点 
優 10 点 20 点 30 点 40 点 
良 6 点 12 点 18 点 24 点 
可 2 点 4 点 6 点 8 点 

不可 0 点 0 点 0 点 0 点 

 

※ ただし、「組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況」及び「 企
業等の事業年度（又は暦年）における賃上げの実施における加点は、任意の加点である

ため、上記採点基準とは異なる。また、認定書を持たないことで、0 点となったとして

も、不可とはしない。 
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